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 厳しい暑さの夏が終わり秋の深まりを感じるようになりました。こ

こ数年、脅威的なスピードと規模で拡大している異常気象による災

害と地球温暖化の関係は大変複雑ですが、市民の皆様と、脱炭素社

会を作っていく取り組みを一歩でも前へ進めなくてはなりません。 

 第 3回市会定例会は、9月 5日から 10月 14日まで開催されました。7月から急激に感染拡大となった

新型コロナウイルス感染症の状況は未だ「終息」とは言えず、今回の補正予算も、新型コロナウイルス感染所へ

の対応を中心に、原油価格・物価高騰対策や横浜の経済活性化に向けた支援策等に 360億 1千 4百万円が

組まれました。今回はこの補正予算の概要について一部ではありますがお伝えします。 

  

  

★新型コロナウイルスワクチン接種事業 240億 4千 9百万円（国費） 

オミクロン株対応ワクチン接種の実施、4回目接種の医療従事者等への対象拡大対応 

★住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業 24億 1千 7百万円（国費） 

★保育・教育施設等に対する抗原検査事業  9千 8百万円(一般財源) 

感染に不安のある職員が感染状況を確認し、施設の運営を支援するため、抗原検査キットを希望する施

設に配布 

★学校環境整備費  2億(一般財源) 

教室内の二酸化炭素濃度を測る測定器（CO2 モニター）を学校に設置し、子どもたちの換気意識を高め

る 

1、新型コロナウイルス感染症対策 

★児童福祉施設(2892施設)等・社会福祉施設(約 9800施設)等物価高騰対策支援事業   

56億 4千 7百万円(一般財源) 

各種サービスを安定的に行うために光熱費等及び食材費の高騰に対する支援 

★民間社会福祉施設整備における建築資材価格高騰対策支援事業  4億 5千万円（一般財源） 

横浜市からの整備費補助などにより進められている民間社会福祉施設（79 施設）の整備について建築

資材価格の高騰相当分の支援 

★タクシー事業者・乗り合いバス事業者等支援事業  1億 5千 3百万円（一般財源） 

燃料価格の高騰により、厳しい状況が続いている事業者に、市民の移動手段の維持・確保のための 

支援（6月補正に続いて行う） 

★公衆浴場燃料価格高騰等対策臨時支援事業  3千 2百万円（一般財源） 

★港湾運送事業者支援事業  2千 1百万円（一般財源） 

2、原油価格・物価高騰対策 

 



 

★レシートを活用した市民・事業者支援事業  14億 8千 5百万円(一般財源) 

6月補正で対応した「レシ活 VALUE」を延長する事業費 

実施期間  令和 4年 8月～11月→令和 4年 8月～12月 

事業予算  40億円→51億円 

※予算が上限に達した時点で終了となります。 

★市内観光復興支援事業  2億 7百万円(一般財源) 

観光需要の促進策として、市内観光復興支援事業「Find Your YOKOHAMAキャンペーン」を継続 

      市内ホテル等への宿泊割引クーポン  最大 60％割引 等 

★オンライン授業用機器の導入(教育用コンピューター整備事業)   

8億 2千 7百万円（国費 1億 3千 6百万円、一般財源 6億 9千 2百万円) 

   様々な事情で登校できない児童生徒が家庭でも学習に取り組めるように、オンライン授業の推進の

ための機材整備 

3、横浜経済の活性化関連、DX推進の施策展開 

 

令和 4年 9月 26日（月）より、新型コロナの発生届の対象が 65才以上の方、入院を要する方、妊娠中

の方などに限定されました。医療機関を受診したが発生届の対象外となった方や、抗原検査キットなどで陽

性が判明した場合は、神奈川県「陽性者登録窓口」へ登録していただくことになりました。 

 

 

 

療養期間中の外出の留意点 

○食料の買い出し等必要最小限の外出 

○公共機関の利用は不可 

○マスク着用等の感染予防行動 

療養解除後の留意点 

○検温等健康状況の確認 

○公共機関の利用は可能 

○高齢者やハイリスク者との接触は避ける 

○食事等感染リスクの高い場所の利用を避ける 

神奈川県陽性者登録窓口申請フォーム

(下記QRコード)から登録することで、療

養支援が受けられます。 

 



 

 
 3年近くに及ぶ新型コロナウイルス感染症の対応にご尽力いただいております医療関係者・介護関係

者の皆様には、心から感謝を申し上げます。こうした中でも、一般診療や医療と介護の連携なども変わ

らず行われています。今回は、2025年に向けた医療体制構築のための、ドクターカーシステムや、地域

包括ケアシステムについて等々質問を行いました。 

 

横浜市ドクターカーとは、検査

装置等の医療機械や緊急投薬

を搭載し、医師、看護師 など

が同乗して 医療機関搬送前

の現場などへ直接出動する 

救急車の一種 です。 

 

 

 

さらなる拡充の必要性や専従医師体制の必要性について検証を重ねるとと

もに、人材育成にも取り組んでほしい。 

令和 2年に横浜市民病院で導入開始され、現在市内 4

病院にあるドクターカーシステムの導入効果と拡充に向け

た取組みは？ 

 

①病状を安定化させ、救急患者の重症化の防止を図

ると同時に、②病院選定 のトリアージを行い、患者の

症状に応じた最適な医療機関へとつなげています。令

和 5年よりもう一台を配置してまいります。 

 

 

 

2025年問題に象徴される高齢化問題への対策

として、医療資源のこれまで以上の効果的・効率的

な活用が求められている。令和元年から鶴見区を

中心とした地域医療連携ネットワーク「サルビアねっ

と」が運営されて、神奈川区へ展開エリアが拡大さ

れています。このシステムの効果は？ 

 

医療機関から介護施設、または介護施設から医療機関

の往来の情報共有が可能なため、途切れない診療や介護

が受けられます。また、薬の副作用履歴やアレルギー情報

など、過去の処方箋から安心できる処方が受けられた

り、転院した場合に、過去の診療内容や検査結果が共有

されたりします。 

 

 

これからは ICTを活用した情報連携は医療の現場でも

スタンダードになっていく。もっとスピード感をもって展開

すべきだが、見解は？ 

＜都市型医療介護情報連携＞ 

 

国が同様のシステムを導入する動きがありますが、それを

待つことなく、市内の中核病院を中心とした 7つのエリア

での展開を図ってまいります。 
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１９５９年１月 大阪で生まれる 

１９７９年 小学校教員生活スタート 

 桂台小学校・中田小学校・深谷台小学校 

和泉小学校・緑園東小学校で勤務 

２０１０年 初当選を果たす 

２０２２年 現在四期目活動中！ 

お気軽にご相談ください。 

地域の声が活動の源です！！ 
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 これまで横浜市の小児医療費助成は、所得制限や一部負担金があることで、病院に行くことをためらったり、他

都市に比べて不公平だという声がありました。今回、山中市長より示された横浜市中期4か年計画(2022年～

2025年)には、0歳から中学 3年生までの所得制限と一部負担金を撤廃する小児医療費の無償化が明記され

ています。 

実現するには厳しい予算のやりく

りが必要ですが、すべてのご家庭の

お子さんの健康と成長を支えるこ

とができるようになります。お金の

不安なく子どもたちが医療を受け

られ、いざというときも安心して子

育てできる「直接支援」拡充の必要

性をふもと理恵は訴えてきました。 

この中期計画は11月下旬から始

まる第 4 回市会定例会での議決を

経て確定します。  

ご注目ください。 


